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NELSON FINANCES S.A.S.の解散ならびにFR FRANCE S.A.S.への事業全部譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、平成18年12月7日取締役会において、当社孫会社であるNELSON FINANCES S.A.S. （ネルソン フ
ィナンス社、以下、NELSON FINANCES）を解散し、当社子会社であるFR FRANCE S.A.S.（エフアール・フラ
ンス社、以下、FR FRANCE）に対し、事業の全部を譲渡することを決議しましたので、下記の通りお知らせい
たします。 

 

記 

 

１．解散ならびに事業全部譲渡の理由および概要 

NELSON FINANCESは、欧州でフレンチカジュアルブランド「COMPTOIR DES COTONNIERS（コントワ
ー・デ・コトニエ）」を展開するCréations Nelson S.A.※（クリエーション ネルソン社）を傘下にもつ持株会社
としての機能を有していました。今般、NELSON FINANCES を解散し、資産・負債を含む事業の全部を FR 
FRANCE に譲渡することより、フランスにおけるファーストリテイリンググループとしての持株会社機能を
FR FRANCEに集約し、組織体制を簡素化するものです。 
※Créations Nelson S.A.は、本解散・事業全部譲渡のタイミングにて、Créations Nelson S.A.S.へと会社形態の変更を行う予定です。 

 

２．NELSON FINANCES（解散・事業譲渡対象）の概要 
  (1) 商号         NELSON FINANCES S.A.S.  
(2)  所在地         ZAC Eurocentre - Bât. B Avenue de l' Europe  

31621 Castelnau d'Estrétefonds, France 
(3)  代表者         Frederic Biousse（フレデリック・ビウス） 
  (4) 資本金         4,761万ユーロ 

  (5) 設立時期         平成9年10月13日 

(6) 主なグループ事業内容      「コントワー・デ・コトニエ」ブランドの婦人服及び子供服等の 

企画・製造・販売等 

(7) 発行済株式総数        47,611,328株 

(8) 大株主構成及び所有割合     FR FRANCE S.A.S. 100％ 
(9) 最近の事業年度における連結業績の動向 

 平成16年2月期 平成17年2月期 平成18年2月期 

（単位） （百万ユーロ） （億円）※1 （百万ユーロ） （億円）※1 （百万ユーロ） （億円）※1 

売上高 54.5 75.0 70.6 97.2 95.3 131.1 

ＥＢＩＴ※2 17.1 23.5 21.9 30.1 33.2  45.8 

※1 平成18年2月末日現在の為替レート（１ユーロ＝137.63円）で円換算 

※2 EBIT：Earnings Before Interest and Taxes（＝経常利益＋支払利息－受取利息） 

 



３．FR FRANCE （事業譲渡先）の概要 
  (1) 商号         FR FRANCE S.A.S. 
(2)  所在地         17 avenue de l’Opera 75001 Paris, France 
(3) 代表者         松下 正（まつした まさ） 

  (4) 資本金         157,025,000ユーロ 

  (5) 設立時期         平成17年4月28日 

(6) 事業目的            持株会社 

(7) 発行済株式総数        3,140,500株 

(8) 大株主構成及び所有割合     当社 100％ 

４．日程 

  平成18年12月7日        当社 取締役会決議  

平成18年12月12日（予定）   NELSON FINANCES 解散・事業譲渡承認株主総会 

平成19年5月（予定）         NELSON FINANCES 解散・事業譲渡手続完了 

 

５．譲渡価格および決済方法 

  譲渡価格： NELSON FINANCESの資産及び負債の帳簿価額（平成18年8月31日現在） 
  譲渡方法： 今般の解散および事業全部譲渡は、フランス法制に準拠した上で、期日を平成18年9月1日付

として、さかのぼって実施いたします。 

                         

６．業績に与える影響 

本件に伴う平成 19 年 8 月期の当社業績への影響については、本解散および事業全部譲渡がグループ内での

事業再編に伴うものであることから、軽微となる見通しです。 

以 上 


